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日本：再エネより化石燃料・原子力に向けられる
予算



高市政権の
「エネルギー需給構造強靱化のための総

合パッケージ」



大規模電源支援と消費者負担

• 容量市場は、大規模
電源を調達しない新
電力からも維持費用
を回収するしくみ

• 長期脱炭素電源オー
クションは、大規模
電源の新設や改修費
用を新電力からも回
収するしくみ
（LNG火力や既設原発改
修などが落札）

• 原子力新設は、これ
ら制度でも民間の投
資促進が困難
→国が融資を行う新
制度導入へ

消費者負担
の増加



原子力20%に届かなければ・・？

・再エネを現状目標以上に伸ばせない場合には火力発電で代替
→気候変動目標を達成できないおそれ

2023年
再エネ
約23％ 2030 2040 2050

再エネ 36～
38％

4～5

割
5～6

割

火力 56% 3～4

割
3～4

割
(脱炭素
技術）

原子
力

20～
22％

約2割 約2割

「エネルギー白書2025」より



日本の発電の現状

• 2025年、発電力における再エネ割合は26.1%に

出典：環境エネルギー政策研究所
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エネルギー危機の今こそ
省エネ・再エネでエネルギー自給率向上へ

１．省エネルギーの加速
• 無理のない節電、ピークシフト、公共交通機関・自転車等利用、在宅勤務の呼びかけ

• 低所得世帯等の省エネ家電導入促進

• 既存建築物の断熱性能向上

• 蓄電池・デマンドレスポンスの普及促進

２．再エネの促進
• プラグインソーラーの導入を可能にする制度整備

• 公共施設への太陽光発電設備設置加速

• 新築・既存住宅への太陽光発電設備（単体）設置補助金の再開

• 地域主導・市民参加の再エネへの支援

３．化石燃料からの移行促進
• 電化の促進

• 非効率石炭火力は予定通り削減・廃止へ

• 使い捨てプラスチックの削減



7/21「今こそ省エネ、再エネを」186団体が要望

2024年から呼びかけの類似趣旨の署名をあわせて提出

3,036筆



スローガンは
「とめよう温暖化 みんなで耕すミラ
イ」

世界最大級の気候アクション「Climate 
Week NYC(9/20-27)」も開催されるこの期
間、みんなで力を合わせて根を広げ、ミラ
イを耕していきましょう！

9月25日（金）気候マーチ （東京）
18:00 日比谷公園スタート
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